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Ⅰ．INTRODUCTION
Ⅱ．OUTLINE（質問事項）
Ⅲ．①商品先物取引分野での説明義務の内容、法的根拠、同義務違反の法的効果
②最近５年間における重要な商品先物取引の裁判例とＣＦＴＣ審決例の概要の紹介
Ａ．はじめに　／　Ｂ．開示と詐欺　／　Ｃ．適合性原則　／　Ｄ．適合性原則とオプション取引など

Ⅳ．③「両建」手法について
Ⅴ．④損害論について：慰謝料と懲罰的賠償の内容と法的根拠

Ａ．慰謝料　／　Ｂ．懲罰賠償

Ⅵ．⑤ Do-not-call規則は、商品先物取引への顧客勧誘にも適用される
Ⅶ．⑥商品先物取引における投資家損害の賠償請求訴訟の訴状と仲裁手続への申立書
⑦アメリカの商品先物取引における個人・一般投資家の被害救済に取組む弁護士団体

Ⅷ．CONCLUSION

（１）講演

（２）パネルディスカッション

今川嘉文 神戸学院大学法科大学院教授　他

●各地の判例和解紹介 24件


